
【注  記】 

 

１ 重要な会計方針 

  ①引当金の計上基準 

   ・徴収不能引当金： 

     未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

   ・退職給与引当金： 

    （１）退職金の支給に備えるため、大学、短期大学部及び法人本部の役員・教職員については、 

       期末要支給額 4,774,987,800円の 100％に、私立大学退職金財団に対する掛金の累計 

       額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。 

    （２）退職金の支給に備えるため、高等学校、中学校、附属幼稚園の教職員については、期 

末要支給額 3,483,928,446円の 100％に、東京都私学財団交付金の相当額を控除した 

金額を計上している。 

    （３）退職金の支給に備えるため、國學院幼稚園の教職員については、期末要支給額 

17,666,500円の 100％を計上している。 

   ・退職年金引当金： 

     将来の年金支給に備えるため所要額を計上している。 

  ②その他の重要な会計方針 

   ・有価証券の評価基準及び評価方法 

     移動平均法に基く原価法である。 

   ・預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

     純額表示している。 

 

 

２ 重要な会計方針の変更等                               

   該当なし 

 

 

３ 減価償却額の累計額の合計額         28,450,500,523円 

 

 

４ 徴収不能引当金の合計額                      0円 

 

 

５ 担保に供されている資産の種類及び額                           

                                  土地    41,124,778円 

                                  建物     455,579,818円 

                                  合計     496,704,596円 

 

 

６ 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額   1,282,076,571 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

７ その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

   ・有価証券の時価情報 

（単位：円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表を超えるもの 5,621,680,600         5,950,421,619         328,741,019              

（うち満期保有目的の債券） (5,621,680,600) (5,950,421,619) (328,741,019)

時価が貸借対照表を超えないもの 4,299,718,000         4,274,346,000         25,372,000△            

（うち満期保有目的の債券） (4,299,718,000) (4,274,346,000) (△25,372,000）

合　　計 9,921,398,600         10,224,767,619        303,369,019              

種類
当年度（平成２７年３月３１日）

 

 

 

   ・関連当事者との取引 

平成２６年度における学校法人國學院大學と関連当事者との取引は次のとおりである。 

                                         （単位：円） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

理事長 坂口吉一 - - - - - -
借入金の
連帯保証
（注）

301,800,000 - -

属性

関係内容
議決権の
所有割合

事業内容
または職

業

資本金
または
出資金

期末
残高

勘定
科目

取引金額
取引の
内容

住所
役員、法
人等の名

称

 

（注）日本私立学校振興・共済事業団からの借入及び財団法人東京都私学財団からの借入に対して 

   連帯保証人となっている。なお、保証料の支払はない。 

 


